












































































































































夫婦のみの世帯 964 1０３ 1０３０点□





夫婦と親から成る世帯 9８ 1１ ４
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15歳以上人ロ 5309 誰脚ｒ 519 ５ 5668 5687 5644
労働力人ロ 3829 2711雛XIC： 2７８８
就業者 3574 3766 2577 2６７１
従業者3） 3574 3７１３ 370 ４ 2533 2６２１ 2744
主に仕事 3409 3５８１ 355 ４ 1６８７ [８００ 1８２２
家事などのほか仕事4） 5４ 5８ 雁、 ５ 795 759 829
通学のかたわらに仕事5） 副61 5１7４ ４ B］ 6３ 4６
休業者6） 5４ 5２ ３ 。＆■’ 4４ 5０ 4７
完全失業者7） 255 1６８ 1３４ 1１７
非労働力人口 1２５７ 1３８９ 1４４ ３ 2844 2897 2874
家事8） 9３ 4３ 月 ５ 1６７９ 1６５０ 1９４７
通学9） 367 394 3７ ０１ 326 347 333
その他'0） 796 952 1００ 593Ｂ● 839 900
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第１次・第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況（２ ｡完)（山田）
市部居住者・芳年層に多い職業’
程．労務作業者」「事務従事者」
2005年調査ではこれらに「専門的
芳年層に多い職業の従事者である。 「生産工
ていたが．
2000年調査でも
の把握数は労働力調査を下何つ
技術的職業従事者」「サービス職業従事者一
が加わった。
また．「分難
都市吉Kの若中年層の把握漏れなどを反1暁したも０)と考えられふ
も約２倍発生し， 類不能の職業」
ている。
は国勢調査では労働力調査の男女とも;
注（注の番号は山田（2007）から連番）
20）｜基礎調査票」の調査項ロのうち同勢調査と共通ではないものは「勤務先企業
などの従業員規模（選択式)」「(該当者のみ）探している仕事の種類」「(同）
仕事を探し始めた理由」「(同）転職等の希望の有無」である。
21）「世帯票」を使用する実地調査は保健所が担当し，「所得票」などの調査票を
使用する実地調査は福祉事務所が担当している。
人規模調査は３年周期で実施され， １，規模調査はそれ以外の年次に実施されて２２）
いる。
国勢調査と共通でない調査項目は‘ ｢医療保険の加入状況」「暢病の状況」「年２３）
金の受給・加入状》]｡」である
1990年代中頃までは９０％前後の水準で推移していたが その後は継続的な低２４）
｢傾向にある
調査員による聞き取り方式による国民生活基礎調査でも「|{t帯主とは，年齢や２５）
所得にかかわらず，世帯の中心となって物事をとりはかる者として世帯側から
申告された者をいう」と規定されている。
26）両調査の調査票の「配偶関係」の選択肢には次のような相違がある。 すなわち，
国勢調査労働力調査の調査票では「死 ･離別’ と統合されているのに対して，
の調査票では「死別」「離別」 と分割されている。
3319万人から３３３３万人へ１４〃人増加した。27ノ
28） 2006年１月～５月の「有配偶」数も，男性は１万人増． 女性は１０万人増と小
幅であった。
1950年～1990年の各調査では1965年調査を除いて女性が男性を上回っていた２９）
(1965年調査における男性の上回りは約４．１万人)。
30）1985年では約３．４万人，
た。
1990年調査では約３２万人女性が男性を上回ってい
地域的には大都市圏では有配偶男性が有配偶女性を上回り，その他の地域では
有配偶女性が右配偶男性を上回る傾向が認められる。男性有配偶者が女性有配
月１）
5６－
2005年国勢調査結果の精度の概況 (２.完）（山田）第１次・第２次基本集計結果からみた
1995年調査では４７都道府県中２２都府県．偶者キト向ったのは， １８大都市
(2007年時点の政令指定都市および東京都区部） 中１２１丁､ 2000年調査では２３
2005年調査では１５都道県， ８１丁であった。この時期の職業都道府県，１１市，
他地域居住者が大都市所在都道府県へ就職することが多い紹介統計によれば，
配偶者を旧居住地に残して大都市の一時的な住居に住む有配偶男性が多ので．
<なっているのではないかと考えられる
多い月は，２００６年２月（差この期間において有配偶女性の方が有配偶男性より３２）
Iま２万人）だけである。
(６０万入）2007年３月には両者の差は１８％ に達している。
(予定）を世帯員の条件としている
33）
34） 他の２調査の規定では３ヶ月間の継続居住
｢単身赴任．国民生活基礎調査の規定には居住期間による限定はなく単にが，
収監中のものは調査対象から除外」 とされている。
単独世帯における「有配偶（別居)」数は大規模調査年についてだけ利用でき
るが，毎|」男性が女性を大幅に上回っている。結果が利用できる最新の年次で
ある2004年調査では男性５６．５万人，女性１４．９万人であった。厚生労働省
３５）
(2006）
国民生活基礎調査の結果においても地域別の有配偶男性の数が有配偶女性の数３６）
それ以外の地域では下回るという関係は， 国勢調を大都市圏において１K回り，
1992年調査と1995年調査を除査とほぼ同様のものが1986年の調査開始以来
有配偶男性の数が有配偶女性の数を上回っているのは，いて毎回認められる。
1998年調査では４７都道府県中２３都道府県（同数が６県）と１３大都市中７市
(同数が１市）であり，2001年調査では22都道府県（同数が１１県）と１３大都
市中７市（同数が２市）であり，2004年調査では３５都道府県（同数が５県）
と１４大都市中９市（同数が３市）であった。
国勢調査と同時点に実施された外務省「海外在留邦人数調査」によれば，海外37）
りも女性（約５２．２万人）在住の長期滞在者の中では男性 (約４９．０万人）よ ﾜ）
方が多い。外務省
38）表3-18によれば，
(２００６】
る国勢調査の把握状況は若・ 中年層と比くれ高年齢層に対寸
ぱ問題が少ないので，調査票の表記の相違による影響は小さいと考えられる。
本文で指摘した点のほか，国勢調査の調査票の「家事などのほか仕事」に相当
する選択肢が労働力調査では「家事などのかたわらに仕事」に，国勢調査の調
査票の「主に仕事」に相当する選択肢が労働力調査では「おもに仕事」となっ
ている。
｢産業」項目に関する集計結果は2007年１２月現在大分類ま39）2005年国勢調査の
でしか公表されていない。
2000年国勢調査の結果は全数集計による。40）
－５７
第１次・第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況 (２．完）（山田）
41）調査票の選択肢には次のような相違がある。国勢調査では「日雇」の選択肢が
設けられていない（｢日雇」は「臨時雇」に含まれると注記きれている）のに
対して，労働力調査では「臨時雇」とは別に「日雇」の選択肢が設けられてい
る。また，国勢調査の「家族従業者|，「家庭内の賃仕事（内職)」に相当する
労働力調査の選択肢の表記はそれぞれ「自家営業の手伝い」「内職」となって
いる。
両調査による３０代前半までの就業者の把握数の差は， 男性において約107万人，４２）
女性において約６１万人となっている⑪
両者とも調査票に設けられた欄に「就業時間」の数字を記入する方式である。
国勢調査では「３０分以上は切り上げ，３０分未満は切り捨て」と，労働力調査
では「副業・内職・臨時の仕事などをした時間もすべて含めてください｣，「休
業」は「o」と記入と注記されている。労働力調査の調査票には調査期間にお
けるｌ日毎の就業時間を記入するための「おぼえ書き欄」（時分の実数を記入）
４３）
'6設けられている。
44）2005年国勢調査の ｢職業」項目に関する集計結果は2007年１２月現在大分類ま
でしか公表されていない。
4.むすびにかえて
以上の考察から2005年国勢調査の結果の精度には、 多くの点において前回
。また，１１－分野を対以前の調査と比べて大きな問題が生じているといえよう。
象とする統計調査の結果の間でも かなり大きな相違が生じていることが明らか
2005年国勢調査結果の利用に際しては以前の調査よになった。 りもさまざま
な点に注意を払うことが必要であるといえよう。
すでにみたように， 2005年国勢調査の実地調査ではき まざまなトラブルが
発生した。 そのため次回2010年国勢調査の実地調査の方法が。 総務省統計局
によって設けられた研究会'］ において現在検討されている。 その中で検討され
ている調査票の調査員によ る訪問回収から世帯による郵送への変更が実施きれ
た場合の回収状況と調査結果への影響につし 』て何らかの示唆を得ておくことは
必要なことと考えられる。 そこで2005年国勢調査を受けた世帯の意識の状況
と郵送回収法への変更が最近行われた各種の調査における回収状況を． 本稿の
－５８－
第１次・第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況（２ `完）（山田）
最後にみておこう。
表4-1は，2005年国勢調査の約２ｹ
論調査（全国の有権者対象，面接お
別居住地域別の回答傾向をみると，
月後に読売新聞社によって実施された世
面接法，回収率59.9％）の結果である。年齢
ると．年齢が若いほど地域の都市色が濃いほ
に共感する比率が高いといえる。この質問｢国勢調査への協力を断る人々」ど
り扱いに関する５つの質問翅'の後に設けられていたことの影響が個人情報の取
今後世帯側での世代の交代が進めば，則 の世代の交代が進めば，従来の方
とを示唆しているといえよう3)。また，
をみせているので．都市的な地域社会
も考慮しなければならないが，
式による実地調査がさらに困難になる
る傾向 みせているので，大都市圏への人口移動は再び高ま
の居住人口は今後さらに増加することが予想される。
調査票の回収方法が留置法から郵送回収方式への変更が最近行われつぎに，
表4-1「国勢調査に応じない人が増えたこと」に対する意見
間)｢国勢調査に応じない人が増えたこと｣についてはどうですか。（単位:％）
（１）どこかおかし(2)別におかし(3)答えない
いと思ういと思わない
6.133.9全国
年齢
２０歳代
３０歳代
４０歳代
５０歳代
６０歳代
７０歳以上
地域'）
大都市
中核都市
中都市
小都市
町村
6００
5.5
53
代
代
代
代
代
45.1
46.5
36.8
353
49.5
48.2
56.8
58.9
67.4
729
6.4
5.8
６３26.3
20.3 ６９
5３37.9
324
33.6
36.5
27.9
5６．７
6.16１．５
１
４
４
７
５
６
59.3
58.1
65.8
i)大都市は東京23区と政令指定都市｡中核都市は人口30万人以上
の市。中都市は人口10万人以上の市。
,調査曰＝2005年12月10,11日
･対象者＝全国の有権者3000人(250地点､層化2段無作為抽出法）
･実施方法＝個別訪問面接聴取法
･有効回収数＝1797人(回収率59.9％）
上記のデータのうち紙面に掲載された全国に関する結果以外は、
読売新聞社世論調査部に提供を受けた。
読売新聞社(2005）
－５９－
完）（山田）第２次基本集計結果からみた2005年同勢調査結果の糖度の概況（２．第１次．
(表4-2)。旧方式において採た各種の調査における回収率の変化をみてみよう
回収はいずれも調査員が行う方式で用されていた配布方式は同一ではないが，
ほとんどの調査において回収方式の変更後に回収率が大幅に低下してあった。
いる4)。
体・訓］
調査自体の知名度・調査主これらの調査における回収率の変動には．
．調査内容5)．返送先6)などの相違に基づく
感・不安感の強弱・調査客体の属性（(lhl人か！
対象者の調査協力に対する義務
(仙人か世帯か）などの点も作用している
した調査では一定水準以上の何収率の確保と考えられるが，郵送回収法を採用
ことは否めないのではないだろうか。が困難である
この点を． 2007年７月に実施された2010年国勢調査の第１次試`験調査の結
果を利用してさらに検討してみよう。この調査は．全国のさまざまな地域属性
調査員による回収を併用する方式で実の448調査区を対象に郵送による回収
当初設定された期限までに調査票を郵送提出しなかった施された。表４３は，
る訪問など）矧など）活動後の提
して８割弱という水
頁目7）などが変更さ
ﾌﾞプ（調査員によ世帯に対して実施されたフォローア
総回収率は対象世帯全体に対出分を含めた回収率である。
調査項目7』実際の２０１０年国勢調査では，準にとどまっている。
調査結2005年以前の調査と比べて回収率の低下れるものと予想されるが，
果の精度の低下などが生じる可能性が高いと考えられる。
本稿の大部分の考察は，2005年国勢調査結果の全国的な状況の概括的な分
析にとどまっている。また，「産業」「職業」項目の集計表は「大分類」までの
ものしか利用できないなどの制約もあった8)。早い機会に大都市とその周辺地
らに立ち入った分析に取り組みたい域の集計結果などについてさ
6０
第２次基本集計結果からみた2005年国勢調杏結果の精度の概況（２。完第１次， 山、）
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ま
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表4-3第一次試験調査の回収状況
(単位:％）
世帯数|,蕊蟻鱗）
対象世帯総数23748 100.0
回収総数'）18392 ７７．４
当初回収分15100 ６３．６
フオローアップ回収分３２６１１３．７
吃Qm
18392
分 1５１００
1)回収時期不詳分を含む。
出所総務省統計局国勢統計課(2007）
注
１）
２）
平成22年国勢調査の企画に関する検討会 (２００７）
Q241-個人情報保護法の解釈や運用をめぐる事例に対する是非」
Ｓｌ「学校が児童．生徒の緊急連絡網を廃止したこと」
Ｓ２「中学生が一人暮らしの年寄りに暑中見舞いを出すための名簿を教育委員会
が出さなくなったことⅡ
８３「地方自治体が災害時に助けが必要な一人暮らしの年寄りや障害者の情報を
出さなくなったこと’
Ｓ４「医療機関が事件や事故のけが人の容体や容疑者の入院の有無について警察
の問い合わせに応じなくなったこと」
Ｓ５「中央官庁や自治体が懲戒処分の職員名や天下り先を公表しなくなったこ
と」
世論調査に対する意識を尋ねた調査ではあるが，ＮＨＫ「世論調査に関する世論
調査」（2007年４月実施，１６歳以上対象）の結果でも，若い層ほど警戒心が強
３）
いという傾向は読売調査と概ね共通である。 関根（2007）
総務省統計局が民間の調査機関に実地調査を委託して実施している家計消費状4）
況調査（郵送と訪問回収法を併用）
められる。統計調査の民間開放.
においても回収率の長期的な低下傾向が認
．市場化テストに関する研究会（2007）また，
股に訪問回収法よりも郵送回収法の万が回収率は低い。
表4-2の大部分の調査の内容は，国勢調査とは異なり，意5） 識・意見を問うもの
である。
調査票を返送する宛先が民間の委託先か地方自治体自体かという点も回収率に6）
作用すると考えられる。
第１次試験調査の結果では
｢勤め先・業主などの名称」
｢勤め先・業主などの名称」
｢産業」「職業」項目が「分類不能」であった比率は．7）
を記入する形式の「調査票甲」でも４～５％に達し
を具体的に記入しない形式の「調査票乙」では６～
－６２－
第２次基本集計結果からみた2005年国勢調査結果の精度の概況（２．第１次。 完）（山田）
7％に達している。国勢統計課
第３次基本集計結果は，「職業」
(2007）
項目の全国集計だけを利用した、8）
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